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企業会計基準委員会御中      

社団法人 日本貿易会 

経 理 委 員 会 

 

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針（案）」について 

 

記 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

8月2日に貴委員会より公表されました公開草案につきまして、当会において検討いたしま

した結果、下記の通り意見を提出させていただきますので、今後の審議においてご配慮い

ただきたく、よろしくお願い申し上げます。 

敬具 

 

236-4 項 

236-4項では、「株式交換に際して、親会社（株式交換完全親会社）が、株式交換完全子会

社以外の子会社（中間子会社）に対価を支払う場合、親会社が中間子会社から追加取得す

る株式交換完全子会社株式の取得原価は、株式交換日の前日に株式交換完全子会社が付し

ていた適正な帳簿価額による株主資本の額に、株式交換日の前日の持分比率を乗じた中間

子会社持分相当額により算定する。また、その額を払込資本として処理する。」としてい

る。 

これは企業結合会計基準三４（１）①ハ「移転された資産及び負債の対価として取得する

株式の取得原価は、当該資産及び負債の適正な帳簿価額による純資産額に基づいて算定す

る」を適用したと思料する。 

但し、「本公開草案の概要」に記載されている後者のようなケース（親会社が子会社を株

式交換完全子会社とする場合（中間子会社がある場合））を想定する場合、共通支配下で

の株式の交換であること、単に株式を中間子会社から親会社に移したに過ぎないこと、及

び中間子会社が従来のれんを計上していた場合は、親会社の連結決算処理が適切に処理さ

れないことから、企業結合会計基準三４（１）①イ「共通支配下の取引により企業集団内

を移転する資産及び負債は、原則として、移転前に付された適正な帳簿価額により計上す

る。」を適用し、親会社が取得する他の子会社の帳簿価額は、中間子会社で付されていた

帳簿価額を引継ぐべきであるものと思われる 

 

以  上 


